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〔承第４号〕 

美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例について 

   【議案書：５０頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１

号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和４年４月１日、令和５年１年１日、令和６年１月

１日、令和６年４月１日 

改正される法令 地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

条例改正に影響

する条 

法第３１３条、第３１４条の７、第３１４条の９、第

３１７条の２、第３１７条の３、第３１７条の３の２、

第３１７条の３の３、第３２１条の８、第３８２条の

２、第３８２条の３、第３８２条の４、附則第５条の

４の２、附則第１５条、附則第１５条の９、附則第１

５条の９の２、附則第１８条、附則第３３条の２、附

則第３４条の２、附則第６１条、令和３年改正法附則

第１０条、令和４年改正法附則第２７条、外国居住者

等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等

に関する法律第８条、租税条約等の実施に伴う所得税

等、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律第３

条の２の２ 

〇 条例改正趣旨

地方税法等の一部を改正する法律が令和４年３月３１日に公布され、地

方税法が改正されたことに伴い、所要の改正を行います。 

◎ 改正の主な内容 ※施行日の記載がない場合は、令和４年４月１日施行

 （納税証明書） 

〇 納税証明書等の交付等に関し、ＤＶ被害者等に対する支援措置の創設

（第１１条の４、第５４条の２及び第５４条の３関係） 

趣旨：ＤＶ被害者等に対する支援措置の申出がなされた場合等において、

証明書等の交付等に際し、住所に代わる事項の記載をしたものを 

交付します。 

  施行日：令和６年４月１日 
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（個人住民税） 

 ○ 寄附金税額控除の対象法人とする経過措置の終了に伴う対象法人の削 

除（第２６条の８関係） 

旧所得税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に基づく特例民

法法人について、公益社団法人等に移行するまでの間、寄附金税額控除の

対象法人とする経過措置の終了に伴い、対象法人から削ります。 

 〇 扶養親族申告書の整備（第２８条の３の２及び第２８条の３の３関係）

・ 給与所得者の扶養親族申告書について、記載事項に退職手当等に係

る所得を有する一定の配偶者の氏名を追加します。（第２８条の３の

２） 

・ 公的年金等受給者の扶養親族申告書について、一定の配偶者及び扶

養親族（退職手当等を有する者に限る。）を有する者に対し、提出義務

を課します。また、記載事項に配偶者の氏名を追加します。（第２８条

の３の３） 

  施行日：令和５年１月１日 

 ○ 上場株式等の配当所得等に係る課税方式（附則第１５条の２関係） 

特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式を所得

税と一致させる措置を講じます。 

  施行日：令和６年１月１日 

（固定資産税） 

○ 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）の特例割合（附則第６

条の２関係） 

・ 下水道除害施設に係る課税標準の特例割合を５分の４（現行：４分の

３）とします。（附則第６条の２第２項） 

・ 貯留機能保全区域の指定を受けた土地に係る課税標準の特例措置を

４分の３とします。（附則第６条の２第１８項） 

○ 土地に係る固定資産税の負担調整措置の特例措置の創設（附則第８条

関係）

・ 景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税の負担調整措置

について、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、商業地等に係る課

税標準額の上昇額を、評価額の２．５％（現行：５％）とします。 
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◎ 施行期日等（附則） 

○ 施行期日 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。ただし、次の各号に掲

げる改正は、当該各号に定める日から施行します。 

(1) 第１条中美濃加茂市税条例第２８条の３の２の見出し及び同条第１

項並びに第２８条の３の３の見出し及び同条第１項の改正並びに同条

例附則第３条の３の２第１項及び第１７条の２第３項の改正並びに同

条例附則第２７条を削る改正並びに第２条（次号に掲げる改正を除

く。）の規定並びに附則第３条第１項及び第２項の規定 令和５年１月

１日 

(2) 第１条中美濃加茂市税条例第２６条第４項及び第６項、第２６条の

１０第１項及び第２項、第２８条の２第１項ただし書及び第２項並び

に第２８条の３第２項及び第３項の改正並びに同条例附則第１５条の

２第２項、第２１条の２第４項並びに第２１条の３第４項及び第６項

の改正並びに第２条（美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例（令和

３年美濃加茂市条例第１８号）附則第２条第４項の改正に限る。）の規

定並びに附則第３条第３項の規定 令和６年１月１日 

(3) 第１条中美濃加茂市税条例第１１条の４第１項の改正、同条例第５

４条の２の規定及び同条例第５４条の３の規定並びに次条並びに附則

第４条第３項及び第４項の規定 令和６年４月１日 

 ○ 経過措置 

納税証明書、市民税及び固定資産税について、それぞれ経過措置を定め

ます。 

◎ 専決日 

  令和４年３月３１日 
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〔承第５号〕 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：７１頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）

条例改正に影響

する施行日 

令和４年４月１日 

改正される法令 地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

条例改正に影響

する条 

法附則第１５条、法附則第１５条の１１及び法附則第２５

条 

〇 条例改正趣旨

地方税法等の一部を改正する法律が令和４年３月３１日に公布され、地方

税法が改正されたことに伴い、所要の改正を行います。 

◎ 改正の主な内容  

○ 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）の特例割合（附則第５項関

係） 

・ 貯留機能保全区域の指定を受けた土地に係る課税標準の特例割合を４分

の３とします。

 〇 土地の負担調整措置の特例措置の創設（附則第８項関係） 

・ 景気回復に万全を期すため、土地に係る都市計画税の負担調整措置につ

いて、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、商業地等に係る課税標準

額の上昇幅を、評価額の２．５％（現行：５％）とします。 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

〇 経過措置 

この条例による改正後の美濃加茂市都市計画税条例の規定は、令和４年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税

については、なお従前の例によります。 
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◎ 専決日 

  令和４年３月３１日 
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〔承第６号〕

美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例について 

【議案書：７６頁】 

◎ 改正の概要 

令和４年３月１４日付け厚生労働省老健局介護保険計画課からの通知「新型

コロナウイルス感染症の影響により収入が減少したこと等による介護保険の

第一号保険料の令和４年度における減免措置に対する今後の財政支援の取扱

いについて」により、減免期間を改正するものです。 

今回の国の規定した減免基準により減免した保険料につきましては、保険料

減免総額が第一号保険料の賦課総額に占める割合に応じて、それぞれに定める

割合に相当する額が国から財政支援されます。 

◎ 改正の主な内容 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等

における保険料の減免の期間の改正（附則第８条関係）

 改正前 

令和２年２月１日から令和４年３月３１日までに納期限がある介護保

険の第１号保険料 

 改正後 

 令和２年２月１日から令和５年３月３１日までに納期限がある介護保

険の第１号保険料 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

◎ 専決日 

  令和４年３月３１日 
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〔承第７号〕

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

【議案書：７８頁】 

◎ 改正の概要 

令和４年３月１４日付け厚生労働省保険局国民健康保険課・総務省自治税務

局市町村税課からの通知「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少

した被保険者等に係る国民健康保険料（税）の減免等について」により、減免

期間を改正するものです。 

国内の感染拡大防止のための休業要請や仕事の減少により収入が減少した

被保険者への保険料の減免を国の規定した減免基準により令和４年度も減免

を行うものです。 

今回の国の規定した減免基準により減免した保険料につきましては、保険料

減免総額が市町村調整対象需要額に占める割合に応じて、それぞれに定める割

合に相当する額が国から財政支援されます。 

◎ 改正の主な内容 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等

における保険料の減免の期間の改正（附則第８項関係）  

 改正前 

令和２年２月１日から令和４年３月３１日までに納期限がある国民健

康保険料 

 改正後 

 令和２年２月１日から令和５年３月３１日までに納期限がある国民健

康保険料 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

◎ 専決日 

  令和４年３月３１日 
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〔議第３７号〕 

美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

【議案書：８０頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特

定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準及び

子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣

府令（令和３年内閣府令第５３号）

条例改正に影響

する施行日 

公布の日 

改正された法令 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特

定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平

成２６年内閣府令第３９号）

条例改正に影響

する条 

第５条、第３８条、第４２条及び第６２条 

◎ 改正の主な内容 

○ 電磁的記録等（第５４条関係）

特定教育・保育施設等が記録、作成する書面等や、特定教育・保育施設等

と教育・保育給付認定保護者との間の手続きに関係するもので、書面等に

よることが規定されているものについて、包括的に電磁的記録・電磁的方

法による対応を可能とする規定を追加するものです。

○ その他（第６条、第３９条及び第４３条関係）

第５４条の新設に伴い、字句の修正を行うものです。

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和４年７月１日から施行します。 
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〔議第３８号〕 

美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について 

【議案書：８７頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令（令和３年厚生労働省令第５５号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和３年７月１日 

改正された法令 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成

２６年厚生労働省令第６１号） 

条例改正に影響

する条 

第４９条 

◎ 改正の主な内容 

○ 電磁的記録（第５０条関係）

家庭的保育事業者等における諸記録の作成、保存等のうち、書面等で行う

こととしているものについて、書面等に代えて、電磁的記録により行うこと

ができることとします。

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和４年７月１日から施行します。 
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〔議第３９号〕 

美濃加茂市議会議員及び美濃加茂市長の選挙における自動車の使用及びポス

ターの作成の公営に関する条例 

【議案書：８９頁】

◎ 改正の概要 

美濃加茂市議会議員及び美濃加茂市長の選挙における公職選挙法（昭和２

５年法律第１００号。以下「法」という。）第１４１条第１項の自動車（以下

「自動車」という。）の使用及び法第１４３条第１項第５号のポスター（以下

「ポスター」という。）の作成の公営に係る限度額は、公職選挙法施行令（昭

和２５年政令第８９号）の規定を参考に本条例で定めています。 

今回、公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第１７２号）

が令和４年４月６日に公布され、一部の公営に要する経費に係る限度額が引

き上げられました。これに伴い、自動車（レンタカー及び燃料費）の使用及び

ポスターの公営に要する経費に係る限度額について引き上げる改正を行いま

す。 

◎ 改正の主な内容 

〇 ポスターの公営に要する経費に係る限度額の引上げ（第２条関係）

限度額の算出式は次のとおりとなります。

改正前

１枚当たり限度額＝５１０．４８円×ポスター掲示場の数＋３０１，８７５円

ポスター掲示場の数

改正後

１枚当たり限度額＝５４１．３１円×ポスター掲示場の数＋３１６，２５０円

ポスター掲示場の数

〇 自動車（レンタカー及び燃料費）公営に要する経費に係る限度額の引上

げ（第４条関係）

限度額（１日あたり） レンタカー 燃料費

改正前 １５，３００円 ７，３５０円

改正後 １６，１００円 ７，７００円

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、公布の日から施行します。 
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